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ご挨拶 
 

福島第一原子力発電所（以下、福島原発）の事故から、今年で 15 年という

節目を迎えます。福島原発構内においては、依然として放射線事故のリスクと

隣り合わせの状況が続いており、一昨年には放射線影響に対する不安の声が一

時的に高まりを見せました。しかし昨年、その不安は沈静化の兆しを見せてお

ります。当研究室では、令和 3年度から本年度（令和 7年度）までの 5年間に

わたり、福島原発作業員の方々を対象とした放射線教育講習会を継続して実施

して参りました。こうした活動が、現場で働く方々の不安軽減に微力ながら寄

与できたのではないかと考えております。 

平成 25 年の実働以来、当研究室は福島原発への支援を軸に、低線量放射線

影響の基礎研究や放射線災害、放射線管理など多岐にわたる課題に取り組んで

参りました。単一の研究室の視点に留まることなく、広い視野で議論を深める

ため、毎年各分野の権威をお招きしてカンファレンスを開催しております。 

本日は、放射線影響研究所にご赴任されたばかりの島田幹男先生に、iPS 細

胞を用いた放射線基礎研究の最前線についてご講演いただきます。また、放射

線疫学研究のスペシャリストとして、放射線影響研究所の坂田律先生には原爆

被爆者の造血器腫瘍リスクを、放射線影響協会の工藤伸一先生には国内原発作

業員の疫学的知見を、それぞれお話しいただきます。さらに、福島県立医科大

学の山下俊一先生には、福島原発事故対応のご経験に基づき、原子力災害医療

の最前線についてご提言をいただく予定です。 

低線量放射線の影響を基礎研究と疫学の両面から正しく理解し、原子力災害

への実効性ある対策を検討することは、我々に課せられた重要な使命です。本

カンファレンスが、ご参加の皆様にとって有意義な知の共有の場となることを

切に願っております。 

最後になりますが、年度末のご多忙の中、ご講演を快諾いただいた講師の先

生方、ならびにご来場の皆様の益々のご健勝を祈念いたしまして、開会の挨拶

とさせていただきます。 
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日   時 ： 2026 年 2 月 20 日（金）12：30〜17：30 

場   所 ： AIM ビル ８階 KIPRO ホール 

（〒802-0001 福岡県北九州市小倉北区浅野 3-8-1） 

参 加 費 : 無料 

 

 

プログラム 

12：55〜13：00    開会の挨拶 

 

13：00〜14：00 島田 幹男 （放射線影響研究所 分子生物科学部） 

「iPS 細胞を用いた細胞分化に伴う放射線応答の変化の挙動解析」 

 

14：00〜15：00 坂田 律   （放射線影響研究所 疫学部） 

「原爆被爆者の造血器腫瘍リスク」 

 

15：00〜15：15    休憩 (15 分) 

 

15：15〜16：15 工藤 伸一 （放射線影響協会 放射線疫学調査センタ-） 

「J-EPISODE の最新結果とその位置づけ」 

 

16：15〜17：15 山下 俊一 （福島県立医科大学 副学長） 

「福島原発事故対応と原子力災害医療の最前線」 
 

17：15〜17：20   閉会の挨拶 

 

意見交換会： 18：00〜 

旬魚と旬菜 竹なか https://takenaka.owst.jp/ 

北九州市小倉北区魚町３－３－２２（魚町銀天街の中） 

 

 

 

 



1. iPS 細胞を用いた細胞分化に伴う放射線応答の変化の挙動解析 

 
島田 幹男 

放射線影響研究所 分子生物科学部  
 
この度、前所属の東京科学大学から広島の放射線影響研究所に移ったタイミングで、本カンファレン

ス主催者の岡﨑先生に研究紹介をさせて頂く機会をいただいた。話題は自由に設定して構わないという

ことであったので、簡単な自己紹介を兼ねて研究紹介をさせていただければと思う。 
私は組織レベルでの放射線応答、特に神経分化に伴い変化する放射線の分子応答の仕組みに興味を持

ち研究を行っている。興味の発端は、医学に貢献できる研究がしたいと、大学院生として京都大学放射

線生物研究センターの小松賢志先生の研究室に参加させていただいた時代に遡る。その頃、小松研では

放射線高感受性の遺伝病であるナイミーヘン染色体不安定性症候群（NBS）の原因遺伝子として NBS1
を同定した直後で、転写産物である NBS1の機能解析を、培養細胞を中心に進めていた。NBS1が DNA
修復に関与するということは報告されていたが、個人的に強い興味を持ったのは DNA 修復に関与する
NBS1を欠損するとなぜ NBSに特徴的な神経発生疾患である小頭症になってしまうのか、ということで
あった。その疑問を温めつつ、大学院では細胞内器官である中心体の数の制御に NBS1が関わることを
明らかにし、博士号を取得したが (1)、その後、研究員として引き続き小松研に所属しながら、小松先
生にお願いし、放射線と神経発生の研究を行うために理研神戸の松崎文雄先生の研究室に半年ほど所属

し、マウスを用いた神経発生の手法を学ぶ機会をいただいた (2)。そこでマウス大脳の形態学的な美し

さに魅了され、様々な種類の細胞を含む組織が整然と発生する様子に感動し、遺伝子発現や分子応答と

の関連をより深く知りたいと考えた。そのため、DNA修復欠損と脳神経発生疾患の関連をマウスモデル

で研究しているセント・ジュード小児研究病院の Peter J McKinnon研究室に留学する機会を得ることが

できた。そこでいくつかのノックアウトマウスの解析を行い、胎児期における DNA 修復の仕組みにつ
いて学ぶことができた (3-5)。帰国後は東京工業大学（現東京科学大学）の松本義久教授（当時准教授）

の研究室で助教として新しい研究を立ち上げようと考え、マウスを用いた研究を最初考えたが、所属先

のキャンパスでは動物実験施設がなかった。自分で一からマウス飼育をするのは大変だったので、かわ

りに iPS細胞を用いた神経分化の実験系を立ち上げることにした。最近の再生医学分野の研究の発展に

伴い、iPS 細胞の培養も以前より大分楽になり、ゲノム編集と組み合わせた実験も自由にできるように

なった。また、構造的にはまだまだ不完全とはいえ、大脳オルガノイドのような組織オルガノイドも iPS
細胞から作成できるようになり、研究に広がりを持たすことができるようになった (6, 7)。そんな中、

昨年 7 月に放射線影響研究所（放影研）の分子病理学研究室に移ることになり、被爆者のがん病理学研

究を進めることになった。放影研ではこれまでの iPS細胞、組織オルガノイドで得た技術知見を活かし

つつ、被爆者の病理学解析を進めていく予定である。 
本カンファレンスではこれまでの iPS細胞及び組織オルガノイドを用いた研究をメインに組織の放射

線応答について紹介したい。放射線の組織影響は細胞の分化レベルに応じて異なる応答を示すことから、

それぞれの細胞の放射線応答を正確に測定する必要がある。我々は特に中枢神経系組織の放射線応答に

着目し、その影響の解析を行ってきた。原爆被爆者の疫学調査の最新の報告では男性において脳・中枢

神経系の発がんの過剰相対リスクは臓器別で 1 番高く、女性でも 4 番目に位置する (8)。胎児期におけ

る被爆では小頭症のリスクが増加するなど発生期の被爆リスクも高い。さらに近年は放射線によるがん

治療の機会が増えるに従い、正常部位への被爆も増加し、脳細胞の機能不全による認知症のリスクも増

えている。以上のことから放射線の中枢神経系への影響を調べる重要性は高い。放射線の神経への影響

はマウスを用いた研究で多くの知見が得られているがヒトとマウスの種の違いによる懸念が長年課題

となっていた。この課題を解決すべく、我々はヒト iPS細胞由来の大脳オルガノイドモデルを用いて放

射線応答を解析したので、その概要を紹介したい。 
 



【略歴】 
2004年 3 月 帯広畜産大学畜産学部生物資源科学科卒業 
2006年 3 月 京都大学大学院人間環境学研究科相関環境学専攻博士前期課程修了 
2009年 3 月 京都大学大学院人間環境学研究科相関環境学専攻博士後期課程修了 
2009年 4 月 京都大学放射線生物研究センターゲノム動態研究部門 博士研究員 
2011年 10 月 セントジュード小児研究病院遺伝学部門 博士研究員 
2015年 4 月 東京工業大学原子炉工学研究所 助教 
2024年 10 月 東京科学大学総合研究院ゼロカーボンエネルギー研究所 助教 
2025年 7 月 放射線影響研究所分子生物科学部分子病理学研究室 室長 
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2. 原爆被爆者の造血器腫瘍リスク 

 

坂田 律 

放射線影響研究所 疫学部 

 

白血病の増加は、原爆被爆者において最も早く認められた後期影響の一つです。被爆後数年で増加が始

まり、7-8 年でピークに達し急激に減少したとされています 1), 2)。放射線影響研究所(放影研)のがん罹患

率研究は、主に広島、長崎の地域がん登録の情報を用いているため、地域がん登録の開始である 1958 年

が追跡開始となりますが、造血器腫瘍については、広島の臨床医が被爆者における白血病の増加を指摘

したことが契機となって 1950 年代初頭に登録制度が確立されました。この登録制度の情報の存在が 1950

年からの血液悪性腫瘍の罹患率研究を可能にしています。 

放影研寿命調査の 70 年を超える追跡の間に、診断手法の進歩に伴って造血器腫瘍の疾病分類は変化し

ています。当初の白血病の病型は、末梢血及び骨髄の形態や臨床経過などを判断基準として付けられて

いました。1976 年に形態、電顕、細胞化学、表面マーカー、染色体所見にもとづいた明確な定義をもっ

た FAB 分類(French-American-British Classification)が提唱されました。70 年代後半には成人 T細胞

白血病の疾患概念が普及し、1982 年には前白血病状態を MDS として分類することが提唱されています。

2000 年代に入ると WHO によって、遺伝子異常や分子診断を考慮した WHO 分類が提唱されました。その時々

でつけられた診断名が異なると、期間を通した研究ができません。 

放影研寿命調査においては、診断基準、分類の変化の影響を小さくするため、1980 年代に白血病症例

の FAB 分類への再分類が行われています。Hsuらはこのデータを利用して血液悪性疾患の包括的な罹患率

研究 3)を行い、被曝線量の増加に伴い全白血病［慢性リンパ性白血病(CLL)、成人 T細胞白血病(ATL)を除

く］でリスクが上昇し、病型ごとの解析では急性骨髄性白血病(AML)、慢性骨髄性白血病(CML)、急性リン

パ性白血病(ALL)いずれにおいても被曝線量の増加に伴うリスクの上昇が認められるが、AML の線量反応

のみ有意な上向きのカーブを示し、CML、ALLの線量反応は直線であること、AMLには非単調な被曝時年齢

効果がみられること、リンパ腫においては有意なリスク上昇は見られないが、男女別に分けた場合、男性

でのみリスクの上昇が示唆されることを示しています。リンパ腫については同様の傾向が死亡率研究で

みられています 4)。WHO 分類ではリンパ性白血病と悪性リンパ腫との明確な区別がなくなり、一つの疾患

の状態の違いとしてとらえるようになりました。リンパ腫についても再分類が行われています。放影研

が持つ資料からリンパ腫の可能性が疑われる 7,139 例を集め、紙資料でのスクリーニングでリンパ腫の

可能性があるとされた 730 例について病理試料を収集して複数の病理医による再検討を行い、確認され

た 553 例を WHO 分類に従って分類しました 5)。この再検討を経たリンパ腫についても非ホジキンリンパ

腫で放射線被曝に伴うリスクの上昇が男性においてのみみられるという、それまでの報告と同様の結果

が示されました。サブタイプ別の解析では、前駆リンパ系腫瘍のみが被曝線量に伴うリスクの上昇を示

し、非ホジキンリンパ腫から前駆リンパ系腫瘍を除くとリスク上昇がみられなくなることを示していま

す。 

造血器腫瘍の放射線影響は、被爆後数年で減少しましたが、完全に消失することなく、被爆後 40 年ほ

どで再び上昇することが示されています 6)。被爆後数年で見られたリスクの上昇と、被爆後長期を経てみ

られる上昇は病型が異なると考えられ、近年では骨髄異形成症候群リスクの上昇も報告されています 7)。 
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3. J-EPISODE の最新結果とその位置づけ 

 
工藤 伸一 

公益財団法人放射線影響協会 放射線疫学調査センター 統計課長 
 
放射線影響協会では 1990年より、低線量放射線による健康影響についての知見を得るための、放射線

業務従事者を対象とした疫学調査 J-EPISODE（Japanese epidemiological study on low-dose radiation 

effects）を原子力規制委員会原子力規制庁の委託事業として実施している。調査は 5 年ごとに取りまと

めを行い、公表してきた。2015 年度から 2019 年度にかけて行った第Ⅵ期調査では新しいコホートを設

定し、以後 2014 年度までのコホートを Phase1 コホート、2015 年度以降のコホートを Phase2 コホー

トと呼称することとした。2024年度には Phase2コホートに対する初めてのリスク解析の結果を第Ⅶ期

調査報告書として取りまとめ、調査の委託元である原子力規制委員会原子力規制庁に提出した。本発表で

はこの第Ⅶ期報告書の内容、及び INWORKS等、他の研究との比較について紹介する。 

解析対象集団は調査対象者となることに同意する等の条件を満たした日本人とした。同意した者につ

いては併せて生活習慣等のアンケートへの回答を依頼し、これにより喫煙、教育年数等の生活習慣、社会

経済状態の情報を取得した。生死の状況は地方自治体への住民票写しの交付請求により行った。がん罹患

情報は全国がん登録データベースとの照合、死因情報は人口動態調査死亡票との照合により取得した。被

ばく線量については放射線影響協会放射線従事者中央登録センターより実効線量の提供を受け、臓器線

量に換算したうえで解析に使用した。解析は内部比較と外部比較を行い、内部比較では被ばく線量に潜伏

期を仮定し、その分、線量の累積を遅延させて到達年齢、喫煙、飲酒、地域、教育年数を調整し、1Gy当

たりの過剰相対リスク ERR（Excess Relative Risk）を算出した。外部比較では解析対象集団と日本人全

体との罹患率、死亡率を比較し、前者では標準化罹患比 SIR（Standardized Incidence Ratio）を、後者

では標準化死亡比 SMR（Standardized Mortality Ratio）を算出した。 

罹患解析対象集団は 76,766 人、死亡解析対象集団は 77,954 人（いずれも全て男性）で平均結腸吸収

線量は各々12.6 mGy、12.4 mGy であった。内部比較では罹患解析、死亡解析のいずれにおいても有意

に高い ERR/Gy は見られず、潜伏期や解析モデルを変更した感度解析においても同様であった。外部比

較では前立腺がんが有意に高い SIRを示したが、サブグループ解析の結果、管理職や教育年数が 13年以

上の者等、社会経済状態が高い者である傾向が強い群において有意に高い SIR が見られた。前立腺がん

は自覚症状が無いことがあり、多くは血液を用いる前立腺特異抗原検査である PSA 検査を通じて見つか

ること、この PSA 検査は健康診断等の追加項目として受検が可能であり、健康意識の高い者は受検を選

択する傾向が強い可能性があること、そして社会経済状態が高い群において統計的に有意に高い SIR が

見られた解析結果と、社会経済状態が高い者は健康診断等の際に PSA 検査を任意で受診するような健康

意識の高い傾向がある可能性を併せて考えると、前立腺がんの SIR が統計的に有意に高いことは検診効

果と考えられた。その他の部位、死因に対する外部比較では有意に高い結果は見られなかった。平均結腸

吸収線量が前述の水準である慢性的な低線量を被ばくした職業集団の解析結果からは、悪性新生物（が

ん）の罹患、並びに、がんによる死亡、非新生物疾患（非がん）による死亡、及び外因死に低線量放射線

が影響を及ぼしていると結論付けることはできなかった。 



J-EPISODEにおける不確かさを偶然誤差と系統誤差に区分して考察する。偶然誤差とはサンプル数が

増えればゼロに近づく誤差、いわゆる「ばらつき」のことをいう。偶然誤差が小さいことを精度（precision）

が高いといい、これは得られた結果が真の値から近い距離に分布していることを指す。系統誤差とはサン

プル数が増えてもゼロに近づかない誤差、いわゆる「偏り」のことをいい、バイアスともいわれる。系統

誤差が小さいことを妥当性（validity）が高いといい、これは得られた結果が真の値より大きい側と小さ

い側に同程度に分布していることを指す。系統誤差には測定バイアス、交絡バイアス等がある。 

J-EPISODE の Phase2コホートは現時点では観察期間が十分ではないため、INWORKS や英国の調

査と比較した場合、偶然誤差は大きい（ERR/Gyの信頼区間が広い）。しかし現在 3,303 例を数える白血

病を除く全がんの観察罹患数は、J-EPISODEの目標年度である 2035年にはより増加することが予想さ

れ、改善を見込むことができる。一方、J-EPISODEにおいて、施設、線量計、時代を考慮して実効線量

から臓器線量への換算係数を決定したことは、より系統誤差の小さい ERR/Gyが得られたと考えられる。

さらに J-EPISODE ではアンケート調査に基づく生活習慣、社会経済状態のデータを取得し、調整して

いる。とりわけ喫煙による調整効果は大きく、Phase1コホートでは解析対象とした多くの部位、死因で

ERR/Gy を下げる効果があった。この原因は累積線量の増加とともに現在喫煙者割合が増加する正の相

関があったためである。この累積線量と現在喫煙者割合との正の相関は Phase2 コホートでも見られて

いる。J-EPISODEでは喫煙以外に年齢、飲酒、地域、教育年数等の交絡因子を調整したことも系統誤差

の縮小に寄与していると考えられる。後ろ向きコホート研究である INWORKS や英国の調査では、退職

者や死亡者を含むため、解析対象者全員からこれらのデータを取得することは困難と考えられる。喫煙等

を調整できることは J-EPISODEの強みである。 
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4. 福島原発事故対応と原子力災害医療の最前線 

 
⼭下 俊⼀ 

福島県⽴医科⼤学 副学⻑ 
 
 

私たちはチョルノービリ原発事故 5 年後から旧ソ連周辺３カ国への医療⽀援活動に従事し、事故から
15 年⽬に⼩児〜思春期の甲状腺がん増加ついて、事故当時の短半減期の放射性ヨウ素に汚染された⾷環
境による甲状腺被ばくが⽰唆されると明らかにしました（1,2）。⼀⽅、私⾃⾝が福島原発事故対応のため
に福島県⽴医科⼤学に⼊ったのは、2011 年 3 ⽉ 18 ⽇で⼤学内災害対策本部に招かれ、放射線対策全般
の指揮を任されました。翌 19 ⽇の福島県庁では、両副知事の指揮下で地震・津波の災害対策本部と原⼦
⼒発電所事故の原⼦⼒災害対策本部が活動していましたが、情報が錯綜し知事ら職員らも疲労困憊の有
様でした。そこで、現状では被災住⺠、避難者には放射線の直接的な健康影響は⽣じないこと、そしてチ
ョルノービリ原発事故とは異なるので腹を据えて危機対応に邁進する必要性を説いたところ、福島県放
射線健康リスク管理アドバイザーに突然任命されました。翌 20 ⽇からいわき市の避難者が滞在している
平体育館を⽪切りに県内各地を巡回し、被災地の最前線で放射線リスクコミュニケーション、ここでは
クライシスコミュニケーションに尽⼒しました。結果として、同じく⻑崎⼤学から派遣されている⾼村
昇先⽣と⼿分けして、５⽉中旬までに約 30ヶ所で総計 1万⼈近い被災住⺠の前で、放射線リスクの説明
と質疑応答に当たりました。同時に、マスコミ対応も⼀⼿に引き受けラジオ番組では被災者の質問に回
答する⽇々を送りました。4 ⽉ 2 ⽇には政府内閣官房に呼ばれて原⼦⼒災害対策調整官の⼀⼈に任命さ
れ、その後の 10 年間は、中央政府と福島県をつなぐ役割も担うことになりました。これら当初の活動は
⽬にみえない危機管理者としての不測な活動でしたが、５⽉中旬には福島県と福島県⽴医⼤、そして中
央政府と連携し国家プロジェクトとして被災県⺠の健康⾒守り事業に関する検討会を⽴ち上げました。
これが周知の⼤規模な県⺠健康調査事業であり、福島復興⽀援の為の県⺠ 200 万⼈の健康⾒守り事業と
なり今へと変遷しています（3）。 

⼀⽅、2020 年からの世界的なコロナ感染症拡⼤の災禍では誰しもが⾏動制限を余儀なくされ、ワクチ
ンの功罪も喧伝されましたが、概ね医療関係者への敬意は失われることはありませんでした。その点で
は緊急被ばく医療対応に従事した現場関係者は、コロナ対応時とは異なる苦労と困難に晒され続け、そ
の精神的なストレスや葛藤は教訓とすべきです。さらに福島原発事故直後からチョルノービリ原発事故
の再来として最も喧伝されたのが⼦どもの甲状腺がんへの⼤きな不安と放射能恐怖でした(4)。福島でも
同じように被ばくによってがんが増える、あるいは先天異常が増えるという先⼊観もあり、特に両親や
保護者らへの対応は困難を極めました。⾵評、⾵説の嵐の中でも、チョルノービリ原発事故と福島原発事
故の甲状腺がん問題はその本質が異なるのですが (5）、事故直後での国⺠の理解を得ることは困難であ
り、時間の推移とともに異なる復興⽀援が求められています（6,7）。それでもなお事故直後の放射性ヨウ
素による内部被ばく線量の不確実性の問題、甲状腺がん診断精度やスクリーニング効果の違い、がん遺
伝⼦変異プロファイリングの違い、防護措置や対策の違い、さらに情報公開の良否などから福島甲状腺
がんへの課題解決が残っています(8)。 



 

これら福島原発事故対応の反省を受けて、2012 年 9 ⽉原⼦⼒安全委員会は原⼦⼒規制委員会と規制庁
へと組織改編され、2015 年以降は現⾏の指針改定に伴い原⼦⼒災害医療体制が再整備されています（9）。
本講演では、原発事故対応の反省と⾃戒から放射線リスクへの理解促進を共考した上で被ばく医療の課
題を整理し、福島復興に資する新たな取り組みである福島国際研究教育機構についても紹介します（10）。 
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